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事業者向けの措置消費者向けの措置

すき間、非すき間
に関係なく

⑥勧告（法40条４項）
・事業者へ不当な取引の取
りやめを勧告（行政指導）

⑦命令（法40条５項）

・正当な理由なく勧告に係
る措置をとらなかった場合
に措置を命令（行政処分）

【消費者庁】

すき間
事案

非すき間
事案

⑨関係機関への
措置要求
（法39条１項）

・他の法律の規定に基
づく措置があり、かつ、
消費者被害の発生
又は拡大の防止を図
るために必要な場合

⑤情報提供
（法38条１項、２項）
・消費者被害の発生
又は拡大の防止の
ために資する情報

④注意喚起
（法38条１項）

・消費者被害の発生又
は拡大の防止を図る
ため消費者の注意を
喚起

①情報提供
・ 法12条２項に基づく
通知

・PIO-NET入力
など

③調査
・関連事実の調査、消費者からの被害聴取
・消費者事故等（法２条５項３号）の認定 等

さらに ・多数消費者財産被害事態（法２条８項）の認定
・実在する事業者か、すき間事案か否か 等

②端緒
・提供された情報の分析
・調査対象事案の選定（消費者の財産被害の発生などの観点から）

国
民
生
活
セ
ン
タ
ー

都
道
府
県
・市
町
村

行
政
機
関

⑧罰則（法52条、56条）

情
報
の
集
約
・
分
析

各省庁向けの措置

(※)番号は措
置の順序を表
すものではな
い。

消 費 者 安 全 法 の 執 行 フ ロ ー
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消 費 者 安 全 法 に 基 づ く 注 意 喚 起 （ 財 産 被 害 事 案 ）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

件 数 ２２ ２６ １６ １９ １６

〇消費者安全法（財産事案）に基づく注意喚起・公表の件数推移

〇令和７年度 注意喚起・公表案件

公表日 事案名

R7.6.26 簡単な副業をうたい高額なサポートプランを契約させる事業者に関する注意喚起

R7.7.31 ウェブサイト上では低額な料金を表示しているが、実際には高額な料金を請求する水回りトラブル対応業者に関する注意喚起

R7.9.11 支援団体等の名称をかたり、いわゆる支援金の給付を持ち掛けて架空の料金請求を行う事業者に関する注意喚起

R7.9.30 お米を安く販売しているかのように装った偽サイトに関する注意喚起

R7.12.19 在宅ワークの求人情報をきっかけに、高額なコンサルティング契約をさせる事業者に関する注意喚起

R8.2.12 ウェブサイト上で信頼できる電気工事業者かのように表示した上、不要な電気工事を実施し、料金を請求する電気工事業者に関する注
意喚起

R8.3.5 「自宅のインターネット料金が安くなる」などと電話勧誘し、威迫してクーリング・オフ等をさせない通信事業者に関する注意喚起
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ウェブサイト上では低額な料金を表示しているが、実際には高額な料金を請求する水回りトラブル対応業者に関
する注意喚起（令和７年７月31日公表）

（ 参 考 ） 公 表 事 案
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